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【記入例　①】 　　年度の中途で転出のあとに転入した場合、転入のあとに転出した場合

　　（例）①令和６年６月１日付けで本社（事業所別連番００１）から埼玉支店（事業所別連番００２）へ異動となり、

　　　　　②令和７年３月１日付けで再び埼玉支店（事業所別連番００２）から本社（事業所別連番００１）へ異動となった場合。（算定基礎日：１日）

※本社（事業所別連番００１）の報告書（Ⅱ）の記入方法（年度の中途で転出のあとに転入した場合）
・行を替えて記入します。（イ）～（チ）までは同一内容を記入します。

障害者雇用状況等報告書(Ⅱ)
［ ］

現 現 現

前 前 前

4 6 7 1

有効
期限

から へ

4 6 7 1

有効
期限

から へ

※埼玉支店（事業所別連番００２）の報告書（Ⅱ）の記入方法（年度の中途で転入のあとに転出した場合）
・行を替えずに記入します。

障害者雇用状況等報告書(Ⅱ)
［ ］

現 現 現

前 前 前

4 6 7 1

有効
期限

から へ

(ｦ)離職年月日

6

③
　
身
 
体
 
障
 
害
 
者
 
、

1,355

(ﾆ)手帳番号

有効
期限

元
号

(ﾜ)転出年月日

31 埼玉支店

計

165

1 埼玉支店

5

(ｦ)離職年月日

計

307

日
元
号

（ﾎ）身　体
　 　障害者

（ﾍ）知　的
　 　障害者

令和６年11月令和６年９月

142

令和６年11月 令和６年12月

(ﾇ)年度内に身体
障害者又は精神
障害者となった

年月日

元
号

年

3

令和６年４月

月毎の所定労働時間

シ カ

(ﾖ) 142157 165 157 150 165 135 142

令和７年２月 令和７年３月令和６年５月 令和６年６月 令和６年７月 令和６年８月 令和６年９月 令和６年10月 令和７年１月

手

帳

の

確

認

(

ｶ

)

乖

離

エ

ラ

ー

理

由

パ

タ

ー

ン

(

ﾚ

)

例外対応事由

ス ゛

ス

申告申請年月

例外対応事由

月毎の所定労働時間

手

帳

の

確

認

(

ｶ

)

乖

離

エ

ラ

ー

理

由

パ

タ

ー

ン

(

ﾚ

)

カ

年 月 日

157 150

申告申請年月 令和６年４月 令和６年５月 令和６年７月 令和６年10月 令和６年12月 令和７年１月 令和７年２月令和６年６月

短時間労働者以外の常用雇用労働者用

短時間労働者以外の常用雇用労働者用

月

728 A
4

年月
(a)
確
認

(a)
確
認

(b)
等
級

エ

゛エ ン ノ ウ

エ ン ノ ウ シ

カ 2 3 35゛

（カタカナで記載）

シ 28ス A
4

令和７年３月

5

日

令和６年８月

日
転出先の

事業所名等

元
号

年 月日年 月年 月

9

転入前の
事業所名等

元
号

元
号

(ﾇ)年度内に身体
障害者又は精神
障害者となった

年月日

元
号

年 月 日
有効
期限

元
号

日

54291

(ｲ)
(ﾛ)
性
別

(ﾊ) 生年月日
氏　　　　　名

ン ノ ウ

年

（ﾄ）精　神
　 　障害者

(b)
程
度

(a)
確
認

(b)
等
級

年

(ﾘ)転入年月日(ﾆ)手帳番号 (ﾁ)雇入れ年月日
(ﾙ)年度内等級等
　変更年月日

月 日 月
元
号

年日
元
号

令和６年７月 令和６年11月 令和６年12月

5

(ｲ)
(ﾛ)
性
別

(ﾊ) 生年月日

(a)
確
認

(b)
等
級

（ﾄ）精　神
 　  障害者

(ﾁ)雇入れ年月日

（カタカナで記載）

4

氏　　　　　名
（ﾎ）身　体
　 　障害者

（ﾍ）知　的
　 　障害者

2 3 35 9

元
号

元
号

年 月 日
(a)
確
認

(b)
程
度

(b)
等
級

日
元
号

(ﾙ)年度内等級等
　変更年月日

日

(ﾜ)転出年月日

年 月
元
号

年

28 A
54291

日
転出先の

事業所名等
年 月

転入前の
事業所名等

元
号

日

7本社

申告申請年月 令和６年４月 令和６年５月 令和６年６月

月年 月日月

令和７年１月 令和７年２月

2 3 35

令和６年８月 令和６年９月 令和６年10月

9
54291

令和７年３月

月毎の所定労働時間

165

6

例外対応事由

5

165

(ﾘ)転入年月日

6 1

年 月 日
元
号

③
　
身
 
体
 
障
 
害
 
者
　
、

知
 
的
　
障
 
害
　
者
　
及
　
び

計

2 28 本社5

(a)
確
認

月毎の実労働時間 157 150 307

月毎の実労働時間

1,355

(

ﾀ

)

所

定

労

働

時

間

変

動

の

有

無

165

月毎の実労働時間 157 165

(ｿ)

142 142 142157 150 165 135

(

ﾀ

)

所

定

労

働

時

間

変

動

の

有

無

(ﾖ)

(ｿ)

(ﾖ)

(ｿ)

令和６年６月１日付けで埼玉
支店へ異動。その前日を
記入します（例①の情報）。

１行目 転出日
２行目 転入日

令和７年３月１日付けで埼玉支店から再度転入。
転入日を記入します（例②の情報）。

令和６年６月１日付けで埼玉支店から転入。
転入日を記入します（例①の情報）。

令和７年３月１日付けで埼玉支店から
本社へ異動。
その前日を記入します（例②の情報）。

１



【記入例　②】 　　年度の中途で離職のあとに再雇用した場合

　　（例）平成１０年５月１日入社、令和６年５月３１日離職、令和６年１２月１日再雇用した場合（算定基礎日：１日）

　・行を替えて記入します。（イ）～（ト）までは同一内容を記入します。

障害者雇用状況等報告書(Ⅱ)

［ ］

現 現 現

前 前 前

4 10 5 1 5 6 5 31

有効
期限

から へ

5 6 12 1

有効
期限

から へ

(ﾇ)年度内に身体
障害者又は精神
障害者となった

年月日

(ﾙ)年度内等級等
　変更年月日

年

(ｦ)離職年月日(ﾁ)雇入れ年月日

月 日
転入前の

事業所名等

③
　
身
 
体
 
障
 
害
 
者
 
、

 
知
 
的
 
障
 
害
　
者
　
及
　
び

短時間労働者以外の常用雇用労働者用

手

帳

の

確

認

(

ｶ

)

乖

離

エ

ラ

ー

理

由

パ

タ

ー

ン

(

ﾚ

) (ｲ)
(ﾛ)
性
別

(ﾊ) 生年月日
（ﾎ）身 体
    障害者

（ﾍ）知 的
　 障害者

（ﾄ）精 神
　 障害者

(ﾘ)転入年月日

(a)
確
認

(b)
等
級

(a)
確
認

(b)
程
度

元
号

年
(a)
確
認

(b)
等
級

氏　　　　　名
(ﾜ)転出年月日

（カタカナで記載）
元
号

年 月 日 月 日
元
号

元
号

年 月 日
元
号

年 月 日
元
号

年 月 日
元
号

年 月 日
転出先の

事業所名等

ホ ウ テ イ シ ロ ウ 1 3 41 5 6
37160

A
2

令和６年５月 令和６年10月 令和６年11月 令和７年３月

月毎の所定労働時間 157 150

令和６年６月 令和６年７月 令和６年８月

シ ロ

例外対応事由

ホ ウ テ イ ウ 1 3 41
37160

A
2

令和６年１０月 令和６年１１月 令和６年１２月 令和７年３月令和６年７月 令和６年８月

142

令和７年１月令和６年９月

月毎の所定労働時間

申告申請年月 令和６年４月

月 日

令和６年５月 令和６年６月

150

5 6

(

ﾀ

)

所

定

労

働

時

間

変

動

の

有

無

(ﾆ)手帳番号

有効
期限

元
号

年

(ﾖ)

(ｿ)

165

例外対応事由

(ﾖ)

(ｿ)

月毎の実労働時間

月毎の実労働時間 157

令和６年９月申告申請年月 令和６年４月 令和６年12月 令和７年１月 令和７年２月

令和７年２月

142

142142 142

142

計

307

307

計

165

591

591

2

１行目 雇入れ年月日・離職年月日
２行目 再雇入れ年月日

所定労働時間と実労働時間は、それぞれ算定基礎日に在籍していた月のみ
記入し、それぞれの期間で乖離しているかを確認します。



【記入例　③－１】 　　年度の中途での手帳の返還等により、障害者に該当しなくなった場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（記入例③-２の精神障害者保健福祉手帳の有効期限切れを除く）　　　　　

　　（例）令和６年７月１５日に精神障害者保健福祉手帳を返還した場合（算定基礎日：１日）

　・「年度内等級等変更年月日」に障害者に該当しなくなった日を記入し、「等級」欄に前等級及び現等級を記入します。

障害者雇用状況等報告書(Ⅱ)

［ ］

現 現 現

前 前 前

4 27 4 1

有効
期限 5 6 8 31 から へ

【記入例　③－２】 　　年度の中途で精神障害者保健福祉手帳の有効期限が切れ、障害者に該当しなくなった場合
　・手帳の有効期限が切れた場合、「有効期限」欄のみ日付を記入します。

障害者雇用状況等報告書(Ⅱ)
［ ］

現 現 現

前 前 前

4 27 4 1

有効
期限 5 6 8 31 から へ

(ﾘ)転入年月日

(ﾇ)年度内に身体
障害者又は精神
障害者となった

年月日

(ﾁ)雇入れ年月日

例外対応事由

③
　
身
 
体
 
障
 
害
 
者
 
、

③
　
身
 
体
 
障
 
害
 
者
 
、

月毎の所定労働時間 157 150 157 165 157

申告申請年月 令和6年４月 令和6年５月 令和6年６月 令和6年７月 令和6年８月

12 9
1541

1 3 45 Ｐ
1

シ ン コ ゛

月 日
転出先の

事業所名等

ヘ イ セ イ

元
号

元
号

年月 日
元
号

年 月 日月年
(b)
等
級

日年 月 日
転入前の

事業所名等
元
号

年
元
号

(ﾙ)年度内等級等
　変更年月日氏　　　　　名

(ﾜ)転出年月日

（カタカナで記載）
元
号

年 月 日 月
(a)
確
認

日
元
号

短時間労働者以外の常用雇用労働者用

（ﾍ）知 的
　 障害者

日
(a)
確
認

(b)
等
級

年

手

帳

の

確

認

(

ｶ

)

乖

離

エ

ラ

ー

理

由

パ

タ

ー

ン

(

ﾚ

) (ｲ)
(ﾛ)
性
別

(ﾊ) 生年月日
（ﾎ）身 体
    障害者

有効
期限

元
号

年 月

(ｦ)離職年月日

年

短時間労働者以外の常用雇用労働者用

(a)
確
認

(b)
程
度

(ﾘ)転入年月日

年

手

帳

の

確

認

(

ｶ

)

乖

離

エ

ラ

ー

理

由

パ

タ

ー

ン

(

ﾚ

) (ｲ)
(ﾛ)
性
別

（カタカナで記載）
(b)
等
級

元
号

年 月 日 月 日
元
号

月 日
転入前の

事業所名等

(ﾇ)年度内に身体
障害者又は精神
障害者となった

年月日

(ﾙ)年度内等級等
　変更年月日氏　　　　　名

(ﾜ)転出年月日(ﾊ) 生年月日
（ﾎ）身 体
    障害者

（ﾍ）知 的
　 障害者

（ﾄ）精 神
　 障害者

(ﾆ)手帳番号 (ｦ)離職年月日

(a)
確
認

元
号

(a)
確
認

(b)
等
級

有効
期限

元
号

日
元
号

年 月 日
元
号

年 月 日
元
号

年 月 日
元
号

年 月 日
転出先の

事業所名等

コ ヨ ウ リ ツ コ 2 4 P4 5 14
4649 9

1
156 7

令和６年７月 令和６年８月 令和６年１０月 令和６年１２月 令和７年１月 令和７年３月

5

例外対応事由

月毎の所定労働時間 160 152 176

令和６年５月 令和６年６月

(

ﾀ

)

所

定

労

働

時

間

変

動

の

有

無 年 月

(ﾖ)

(ｿ)

(

ﾀ

)

所

定

労

働

時

間

変

動

の

有

無

80

月毎の実労働時間 157 150 157 165 157

80

(ﾆ)手帳番号

(a)
確
認

(b)
程
度

（ﾄ）精 神
　 障害者

(ﾖ)

(ｿ)

令和６年１１月申告申請年月 令和６年４月

月毎の実労働時間 160 152 176

計

568

令和7年２月 令和7年３月 計

(ﾁ)雇入れ年月日

令和６年９月 令和７年２月

568

令和6年９月 令和6年１０月 令和6年１１月 令和6年１２月 令和7年１月

3

786

786

記入しません。

所定労働時間と実労働時間は、障害者に該当していた日までの時間数を記入します。
なお、障害者に該当していた日が算定基礎日にかからない月は記入できません。

所定労働時間と実労働時間は、手帳の有効期限の日付までの時間数を記入します。
なお、手帳の有効期限の日付が算定基礎日にかからない月は記入できません。

障害者に該当しなくなった日を記入します。

記入しません。精神障害者保健福祉手帳の有効期限を記入します。

前等級及び現等級を記入します。

＜参考＞ 【前】 【現】
身体 等級 9：障害取消
知的 程度 9：障害取消
精神 1：精神障害 9：障害取消



【記入例　④】 　　年度の中途で 重度以外の知的障害者 が 重度身体障害者 となった場合

　　（例）令和６年９月１５日に重度以外の知的障害者が重度身体障害者となった場合（算定基礎日：１日）

・上段の「転出年月日」に重度身体障害者となった日の前日及び右欄に「重度身体障害者」と記入し、下段の「転入年月日」に重度身体障害者になった日及び右欄に 「重度以外の知的障害者」と記入します。

障害者雇用状況等報告書(Ⅱ)
［ ］

現 現 現

前 前 前

4 16 7 1

有効
期限 から へ

4 16 7 1

有効
期限 から へ

【記入例　⑤】 　　年度の中途で知的障害者又は重度知的障害者の判定を受けた場合
・雇入れ年月日に遡り知的障害者又は重度知的障害者として取り扱います。 この場合、手帳の交付日又は判定書の判定日等は記入しません。
 

障害者雇用状況等報告書(Ⅱ)

［ 短時間労働者以外の常用雇用労働者用 ］

現 現 現

前 前 前

4 17 4 1

有効
期限 から へ

4

③
　
身
 
体
 
障
 
害
 
者
 
、

知
 
的
 
障
 
害
　
者
　
及
　
び

③
　
身
 
体
 
障
 
害
 
者
 
、

(ﾆ)手帳番号

有
効
期
限

例外対応事由

128128

元
号

年 月 日

有
効
期
限

元
号

年 月 日

128 1488

令和７年１月

128 120 120120 120 120

令和６年７月 令和６年９月

128

申告申請年月 令和６年４月 令和６年５月 令和６年６月

月毎の所定労働時間

令和６年８月

120

令和６年１０月 令和６年１１月 令和６年１２月

D
1

2 3 45 7 19
16170

ョ ウ ア イ

元
号

年 月 日
転出先の

事業所名等

✓ タ イ シ

月 日 年 月
元
号

元
号

年 月 日
元
号

年日
元
号

年 月 日
転入前の

事業所名等
元
号

年
(a)
確
認

(b)
等
級

月

(ﾜ)転出年月日

（カタカナで記載）
元
号

年 月 日
(a)
確
認

(b)
等
級

(a)
確
認

(b)
程
度

（ﾄ）精 神
　 障害者

(ﾘ)転入年月日

(ﾇ)年度内に身体
障害者又は精神
障害者となった

年月日

(ﾁ)雇入れ年月日
(ﾙ)年度内等級

等
　変更年月日氏　　　　　名

手

帳

の

確

認

(

ｶ

)

乖

離

エ

ラ

ー

理

由

パ

タ

ー

ン

(

ﾚ

)

(ｲ)
(ﾛ)
性
別

(ﾊ) 生年月日
（ﾎ）身 体
　 障害者

(

ﾀ

)

所

定

労

働

時

間

変

動

の

有

無

（ﾍ）知 的
　 障害者

165 135

165 891

142

例外対応事由

月毎の所定労働時間

令和７年２月 令和７年３月 計

142165 135

令和６年１２月 令和７年１月

142 142

申告申請年月 令和６年４月 令和６年５月 令和６年６月 令和６年７月 令和６年８月 令和６年９月 令和６年１０月 令和６年１１月

5 6 9 15
重 度 以
外の知的
障害者

A
2

2 3 50 7 13
3328

165 157

シ ョ ウ ワ ミ ナ コ

例外対応事由

月毎の実労働時間 157 150

令和６年７月

150

9 14

令和６年８月 令和６年９月 令和６年１０月 令和６年１１月 令和６年１２月 令和７年１月

重 度 身
体 障 害
者

5 613
23599

D
2

ナ コ 2 3 50 7シ ョ ウ ワ ミ

転出先の
事業所名等

月 日 年 日
元
号

年
元
号

年 月 日
元
号

年 月 日
転入前の

事業所名等
月

元
号

年 月 日
元
号

年 月 日
(a)
確
認

(b)
等
級

(ﾜ)転出年月日

（カタカナで記載）
元
号

年 月 日
(a)
確
認

(b)
等
級

(a)
確
認

(b)
程
度

(ﾇ)年度内に身体
障害者又は精神
障害者となった

年月日

(ﾙ)年度内等級
等

　変更年月日
(ｦ)離職年月日(ﾁ)雇入れ年月日

氏　　　　　名
(ﾆ)手帳番号 (ﾘ)転入年月日

手

帳

の

確

認

(

ｶ

)

乖

離

エ

ラ

ー

理

由

パ

タ

ー

ン

(

ﾚ

)

(ｲ)
(ﾛ)
性
別

(ﾊ) 生年月日
（ﾎ）身 体
　 障害者

（ﾍ）知 的
　 障害者

元
号

（ﾄ）精 神
　 障害者

短時間労働者以外の常用雇用労働者用

(ﾛ) 名 称 　 幕張建設株式会社　本社 　(ﾊ)
  算定基礎日 1 日

(ﾖ)

(ｿ)

(

ﾀ

)

所

定

労

働

時

間

変

動

の

有

無

✓

(ﾖ)

令和６年６月申告申請年月 令和６年４月 令和６年５月

(ｿ)

月毎の所定労働時間 157 150 157

157 165 157 150

142 142

月毎の実労働時間 128 128 120 128

月毎の実労働時間

(ﾖ)

(ｿ)

120 120 120 128 120 120 128

令和７年２月 計

936

936

令和７年３月

165 891

令和７年２月 令和７年３月 計

128 128 1488

(ｦ)離職年月日

日

令和６年９月１５日に重度身体障害者となったため、その前日を記入します。

月の中途で障害の区分（身体・知的・精神）に変更があった場合、その月の所定労働時間と実労働時間は、
算定基礎日にかかる区分の記入欄にまとめて記入します。

記入しません。



【記入例　⑥】 　　年度の中途で 同一の判定機関により 重度以外の知的障害者が 重度知的障害者の再判定 を受けた場合

・既に、療育手帳又は知的障害者判定機関の判定書を所持している方で、同一の判定機関による再判定の結果、重度以外の知的障害者が重度知的障害者と判定された方については、

　その判定の年月日をもって、重度知的障害者として取り扱います。

　この場合、再判定の年月日を(ル)「年度内等級等変更年月日」に記入してください。

障害者雇用状況等報告書(Ⅱ)
［ ］

現 現 現

前 前 前

4 17 4 1

有効
期限

から へ

【記入例　⑦】 　　年度の中途で重度以外の知的障害者が 異なる判定機関により重度知的障害者の再判定 を受けた場合

・既に、療育手帳又は知的障害者判定機関の判定書を所持している方で、異なる判定機関による判定の結果、重度知的障害者と判定された方については、

　雇入れ年月日に遡り重度知的障害者として取り扱います。

  この場合、手帳の交付日又は判定書の判定日等は記入しません。

　（例）重度以外の知的障害者であった療育手帳所持者が、令和６年１０月１日、地域障害者職業センターで重度知的障害者の判定を受けた場合

障害者雇用状況等報告書(Ⅱ)
［ ］

現 現 現

前 前 前

4 16 4 1

有効
期限

から へ

5

1848

1848

1848

(ｦ)離職年月日

(ｦ)離職年月日

150

(ﾆ)手帳番号

有効
期限

元
号

年 月

（ﾄ）精 神
　 障害者

(a)
確
認

計

(ﾁ)雇入れ年月日

計

有効
期限

元
号

年 月 日

2
D

1

146 158 155

令和７年１月令和６年９月 令和６年１０月 令和６年１１月

142

(b)
等
級

150 151

152 146 158 155

令和７年３月令和７年２月

1848

151

月毎の実労働時間 157 157 150 165 165 142 152

月毎の所定労働時間 157 157 150 165 165

令和６年７月 令和６年８月 令和６年１２月申告申請年月 令和６年４月 令和６年５月 令和６年６月

K
1

2 3 42 12 9゛ ン ア ヤ

年 月 日 転出先の
事業所名等

✓ カ イ セ

日
元
号

年 月 日
元
号

年 月 日
元
号

年 月
元
号

年 月 日 転入前の
事業所名等

元
号

(ﾊ) 生年月日
（ﾎ）身 体
　 障害者

（ﾍ）知 的
　 障害者

(ﾛ)
性
別

（カタカナで記載）

(a)
確
認

日

短時間労働者以外の常用雇用労働者用

手

帳

の

確

認

（

ｶ

)

（

タ

）

所

定

労

働

時

間

変

動

の

有

無

(ｲ)
(b)
等
級

(a)
確
認

元
号

年 月 日

150 151

151150

日

(b)
程
度

元
号

年 月

155

146 158 155月毎の実労働時間 157 157 150 165 165

令和６年７月

142

令和６年９月令和６年８月 令和７年３月

142 152

152 146 158月毎の所定労働時間 157 157 150 165 165

申告申請年月 令和６年４月 令和６年５月 令和６年６月 令和７年１月 令和７年２月令和６年１０月 令和６年１１月 令和６年１２月

6 10 151 12 12
3615

5チ ロ ウ 1 3サ イ ヨ ウ シ

日
元
号

年 月 日 転出先の
事業所名等

年 月 日
元
号

年 月転入前の
事業所名等

元
号

年 月 日
元
号

月 日
元
号

年 月 日
(b)
程
度

元
号

年
(a)
確
認

(b)
等
級

(ﾜ)転出年月日

（カタカナで記載）
元
号

年 月 日
(a)
確
認

（ﾎ）身 体
　 障害者

(b)
等
級

(a)
確
認

(ﾇ)年度内に身体
障害者又は精神
障害者となった

年月日

(ﾁ)雇入れ年月日
(ﾙ)年度内等級等
　変更年月日氏　　　　　名

(ﾆ)手帳番号
（ﾍ）知 的
　 障害者

短時間労働者以外の常用雇用労働者用

(ﾛ)
性
別

(ﾊ) 生年月日
（ﾄ）精 神
　 障害者

(ﾘ)転入年月日

③
　
身
 
体
 
障
 
害
 
者

乖

離

エ

ラ

ー

理

由

パ

タ

ー

ン

(

レ

)

(ﾖ)

(ｿ) 例外対応事由

手

帳

の

確

認

(

ｶ

)

（

タ

）

所

定

労

働

時

間

変

動

の

有

無

(ｲ)

✓

(ﾜ)転出年月日乖

離

エ

ラ

ー

理

由

パ

タ

ー

ン

(

レ

)

(ﾖ)

③
　
身
 
体
 
障
 
害
 
者

(ｿ) 例外対応事由

(ﾘ)転入年月日

(ﾇ)年度内に身体
障害者又は精神
障害者となった

年月日

(ﾙ)年度内等級等
　変更年月日

氏　　　　　名

確認記号は判定機関により異なります。詳細は記入説明書P45～P49をご確認ください。

記入しません。

記入しません。

令和 ６年10月１日に重度知的障害者の判定を受けた場合、
判定日より重度知的障害者としてカウントします。



【記入例　⑧】 　　年度の中途で 短時間以外の常用雇用労働者 から 短時間労働者となった 又は 短時間労働者 から 短時間以外の
　　　　　　　　　　　　 常用雇用労働者となった 場合及び 特定短時間労働者 （週所定労働時間１0時間以上２0時間未満）から 短時間労働者となった 場合

［短時間労働者以外の常用雇用労働者用］、［短時間労働者用］、［特定短時間労働者用］に分けて記入します。

　　対象となる様式の「転出年月日」欄に「短時間以外の常用雇用労働者（又は短時間労働者）となる日の前日」及びその右欄に変更後の区分「常用（又は短時間）」と記入します。
　　別様式の「転入年月日」欄に「短時間以外の常用雇用労働者（又は短時間労働者）となった日」及びその右欄に変更前の区分「短時間（又は常用）」と記入します。
　　週所定労働時間１0時間以上２0時間未満の労働者が短時間労働者となった場合は「転入年月日」欄に「短時間労働者となった日」及びその右側に「特定短時間」と記入します。

障害者雇用状況等報告書(Ⅱ)
［ ］

現 現 現

前 前 前

4 9 9 1

有効
期限

から へ

4 12 5 1

有効
期限

から へ

障害者雇用状況等報告書(Ⅱ)
［ ］

現 現 現 現

前 前 前 前

4 9 9 1 現

有効
期限

から 前 へ

4 12 5 1 現

有効
期限

から 前 へ

4 22 9 1 現

有効
期限 5 7 3 31 から 前 へ

障害者雇用状況等報告書(Ⅱ)
［ ］

現 現 現 現

前 前 前 前

4 22 9 1 現

有効
期限 5 7 3 31 から 前 へ

421

(ｿ) 例外対応事由

(ﾖ)

申告申請年月

421

月毎の実労働時間 78 72 78 78 75 40

75 40

令和６年１２月 令和７年１月 令和７年２月 令和７年３月 計

月毎の所定労働時間 78 72 78 78

令和６年４月 令和６年５月 令和６年６月 令和６年７月

5

令和６年８月 令和６年９月 令和６年１０月 令和６年１１月

14 短時間6 925
6215

Ｐ
1

コ 2 3 62 2シ ﾖ ウ レ イ

元

号
年 月 日 転出先の

事業所名等

ホ ウ

月 日
元

号
年 月 日

元

号
年 月 日

元

号
年日

元

号
年 月 日 転入前の

事業所名等

(a)
確
認

(b)
等
級

元

号
年 月月 日

(a)
確
認

(b)
等
級

(a)
確
認

(b)
程
度

氏　　　　　名
(ﾜ)転出年月日

（カタカナで記載）
元

号
年 月 日 有効

期限

元

号
年

（ﾄ）精　神
　 　障害者

(ﾁ)雇入れ年月日 (ﾘ)転入年月日

(ﾇ)身体障害者、
知的障害者又は

精神障害者
となった年月日

(ﾙ)年度内等級等
　変更年月日

(ｦ)離職年月日

　(ﾊ)
  算定基礎日 1 日

手

帳

の

確

認

（

カ

)

（

タ

）

所

定

労

働

時

間

変

動

の

有

無

乖

離

エ

ラ

ー

理

由

パ

タ

ー

ン

(

ﾚ

)

(ｲ)
(ﾛ)
性
別

(ﾊ) 生年月日

特定短時間労働者用

(ﾛ) 名 称 　 幕張建設株式会社　本社③

　

身

 

体

 

障

 

害

 

者

 

、

知

 

的

 

障

 

害

 

者

 

及

 

び

 

精

 

神

(ﾆ)手帳番号 （ﾎ）身　体
　 　障害者

（ﾍ）知　的
　 　障害者

月

令和７年３月

日 転入前の
事業所名等

元

号

464

計

転出先の
事業所名等

元

号
年 日

元

号

(ﾜ)転出年月日

元

号
年

(ｦ)離職年月日

年 月 日月日

(ﾊ) 生年月日 （ﾄ）精　神
　 　障害者

月 日

(ﾇ)年度内に身体
障害者又は精神
障害者となった

年月日

(ﾙ)年度内等級等
　変更年月日

令和７年２月

元

号
年

令和６年５月 令和６年６月

(ﾁ)雇入れ年月日(ﾊ) 生年月日 （ﾎ）身　体
　 　障害者

（ﾍ）知　的
　 　障害者

令和６年１０月令和６年７月 令和６年８月

例　C

(例) A.　令和６年７月　１日に「短時間以外の常用雇用労働者」から「短時間労働者」となった場合
　　　B.　令和６年７月２１日に「短時間労働者」から「短時間以外の常用雇用労働者」となった場合
　　　C.　令和６年９月１５日に「特定短時間」から「短時間労働者」となった場合
　　（Ａ，Ｂ，Ｃいずれも算定基礎日：１日）

令和７年１月 令和７年２月

105月毎の所定労働時間

例　A

令和６年９月

165

7 20 常用

150

385

100 110

100 110

102

142

5

108

令和６年９月 令和６年１０月

例　B

例　A

例　B

計

1,010

1,010

計

385

628

628108 103

103 102

令和６年７月 令和６年８月

105

令和６年１１月 令和６年１２月 計令和７年３月申告申請年月 令和６年４月 令和６年５月 令和６年６月

月毎の実労働時間

15 特定短時間Ｐ
1

62 2 25
6215

6 9ウ レ イ コ 2 3ホ ウ シ ﾖ

月毎の実労働時間 105 105 110 65

月毎の所定労働時間 105 105 110 65

令和６年１２月

6

令和７年１月 令和７年３月令和７年２月申告申請年月 令和６年４月 令和６年５月 令和６年６月 令和６年８月 令和６年９月令和６年７月 令和６年１０月 令和６年１１月

A
6

8 30

　(ﾊ)
  算定基礎日

1 3 55
50061

短時間労働者用

(ﾘ)転入年月日

短時間労働者以外の常用雇用労働者用

(ﾛ) 名 称 　 幕張建設株式会社　本社

年

手

帳

の

確

認

（

ｶ

)

（

ﾀ

）

所

定

労

働

時

間

変

動

の

有

無

(ｲ)
(ﾛ)
性
別

氏　　　　　名

（カタカナで記載）

1 日

（ﾄ）精  神
　  障害者

元

号
年 月 日

(ﾆ)手帳番号

(a)
確
認

有効
期限

元

号

(b)
程
度

元

号
月 日

(a)
確
認

(b)
等
級

ニ ン テ イ

日

14765
A13

月

2

申告申請年月 令和６年４月

年 月年
(b)
等
級

(a)
確
認

1 3 41 2コ ウ ス ケ

計

1,206

令和６年１２月 令和７年１月 令和７年２月令和６年１１月

464

1,206

5 6 6 30

令和７年３月

150

月 日

短時間

月毎の実労働時間 157 157 150

月毎の所定労働時間 157 157 150

ト ク レ イ リ ョ ウ 1 3

令和７年１月

55 8 30
50061

5 6A

令和６年１２月令和６年７月 令和６年８月 令和６年９月 令和６年１０月

21 短時間
6

150165 150

7

令和６年１１月申告申請年月 令和６年４月 令和６年５月

月毎の所定労働時間

令和６年６月

142 142

月毎の実労働時間 165 142

　(ﾊ)
  算定基礎日

有効
期限

元

号

元

号

(ﾛ) 名 称

元

号

142165 150 150 142

日　 幕張建設株式会社　本社

(ﾆ)手帳番号

日 転入前の
事業所名等

(ﾜ)転出年月日(ｦ)離職年月日

年

(ﾇ)身体障害者、
知的障害者又は

精神障害者
となった年月日

1

(b)
程
度

(b)
等
級

コ ウ ス

年 月 日

(ﾛ)
性
別

（ﾎ）身　体
　 　障害者

(a)
確
認

(ﾙ)年度内等級等
　変更年月日

元

号
日年 月 月

(ﾘ)転入年月日(ﾁ)雇入れ年月日（ﾍ）知　的
　 　障害者

日 月
元

号
月 年 月年

(a)
確
認

(b)
等
級

日
元

号
年

(a)
確
認

元

号

5 6 7 1

年

ニ ン テ イ
14765

乖

離

エ

ラ

ー

理

由

パ

タ

ー

ン

(

ﾚ

)

年 月 日 転出先の
事業所名等

日

A
2

元

号

114

令和６年８月 令和７年１月

ケ 1 3 41 2

105

令和７年２月 令和７年３月

115 109

令和６年１０月令和６年５月 令和６年６月 令和６年７月 令和６年１１月 令和６年１２月

常用13

115 110

月毎の実労働時間

申告申請年月 令和６年４月

114

令和６年９月

115

115 115113 114

113

5

114 115 110 105 109

ト

手

帳

の

確

認

（

カ

)

（

タ

）

所

定

労

働

時

間

変

動

の

有

無

月毎の所定労働時間

氏　　　　　名

（カタカナで記載）

例外対応事由

(ﾖ)

(ﾖ)

(ﾖ)

ク

(ｲ)③

　

身

 

体

 

障

 

害

 

者

 
、

知

 

的

 

障

 

害

 

者

 

及

 

び

 

精

 

神

(ｿ)

例外対応事由

③

　

身

 

体

 

障

 

害

 

者

 
、

知

 

的

 

障

 

害

(ｿ)

(ｿ) 例外対応事由

乖

離

エ

ラ

ー

理

由

パ

タ

ー

ン

(

ﾚ

)

(ﾖ)

(ﾖ)

(ｿ)

(ｿ)

レ イ

例外対応事由

ョ

例外対応事由

リ ウ

例 A
令和６年７月１日付けで「短時間労働者以外の常用労働者」から「短時間労働者」へ雇用契約変更と
なったため
・[短時間労働者以外の常用労働者用]は、令和６年７月１日の前日（令和６年６月３０日）
・[短時間労働者用]には、その日（令和６年７月１日）を記入します（次頁参照）。

例 B
令和６年７月２１日付けで「短時間労働者」から「短時間労働者以外の常用雇用労働者」へ雇用契約変
更となったため
・[短時間労働者用]には、令和６年７月２１日の前日（令和６年７月２０日）
・[短時間労働者以外の常用労働者用]には、その日（令和６年７月２１日）
を記入します。
月の途中で雇用区分に変更があった場合、その月の所定労働時間と実労働時間は、
算定基礎日にかかる雇用区分のみの記入欄に当該雇用区分のみで発生した時間数を記入します。

例 C
令和６年９月１５日付けで「特定短時間労働者」から「短時間労働者」へ雇用契約変更となったため、
・[特定短時間労働者用]には、令和６年９月１５日の前日（令和６年９月１４日）
・[短時間労働者用]には、その日（令和６年９月１５日）
を記入します。
月の途中で雇用区分に変更があった場合、その月の所定労働時間と実労働時間は、
算定基礎日にかかる雇用区分のみの記入欄に当該雇用区分のみで発生した時間数を記入します。

6



【記入例⑨】　年度の中途で算定基礎日が変更になった場合（報告書Ⅰ）
報告書（Ⅰ）を事業所ごとに、算定基礎日が変更された日の属する月の前月分までと変更以後の月分を、それぞれ１枚ずつ計２枚作成します。
事業所別連番は、同一事業所については２枚に、それぞれ001、002と連番を付し、順次追番にします。
次の事業所がある場合には、事業所別連番003と事業所別連番004をセットとして同様に作成します。

（例）　１１月より算定基礎日が１日から２０日に変更になった場合

障害者雇用状況等報告書（Ⅰ）

（ ）

(ｲ)　 1

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

(ﾆ)
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

(a)
重度身体障害者、重度
知的障害者の数

5

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

(b)

重度以外の身体障害
者、重度以外の知的障
害者及び精神障害者の
数

6

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

(c)
重度身体障害者、重度
知的障害者及び精神障
害者の数

7

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

(d)
重度以外の身体障害
者、重度以外の知的障
害者の数

8

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

(e)
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

(f) 10

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

注）「記入上の注意」をよく読んで記入してください。
　　「①法人番号」は、左詰めで記入してください。なお、個人事業主の場合は、事業主番号（ハイフンを除いた数字のみ）を左詰めで記入してください。

33.5

2,666.5

2,666.5

4.5 4.5 4.5 4.5 4.5 4.0 7.0

379.5

379.5

384.0 382.0 379.5 380.5 382.0 379.0

384.0 382.0

(ロ)　短 時 間 労 働 者 数

120

321

379.5 380.5 382.0 379.0

０ １ ２ ３

0 0 1

322

法定雇用障害者数の算定の基礎とな
る労働者の数 4

((ﾊ）－(ﾊ)×②の(ﾍ))

2,252

2

117 118 118

320 320

829118119 119

① 法　　　人　　　番　　　号

(ﾊ) 名                      称 幕張建設株式会社　本社
(ﾆ)

事業の種類

③
 
労
働
者
の
月
別
雇
用
状
況

区  　　　 　　分

短 時 間 労 働 者 以 外 の
常 用 雇 用 労 働 者 数 321 325 323

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

除 外 率 の
産 業 分 類

②
　
事
　
業
　
所

(ｲ) 事   業   所   別   連   番

（ﾛ） 事業所の区分
　　次のいずれかに該当する場合は、右欄に次の番号を記載してください。
      １　特例子会社等の認定を受けた事業所
      ２　就労継続支援Ａ型事業所
      ３　上記１及び２の両方に該当

1 日
100

(ﾎ) 所          在          地 千葉県千葉市美浜区若葉３－１－３ （ﾍ)
　除 外 率

 (ﾄ)
　算定基礎日

４ 月 ５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 ９ 月 10 月 11 月 12 月 １ 月 ２ 月 ３ 月 合　　計

令 和 ６ 年 令 和 ７ 年

(ﾊ)
常 用 雇 用 労 働 者 の 総 数
((ｲ)＋(ﾛ)×0.5)

3

(

ﾎ

)

身

体

障

害

者
、

知

的

障

害

者

及

び

精

神

障

害

者

の

数

(

ﾍ

)

短

時

間

労

働

者

以

外

の

常

用

雇

用

労

働

者

1 1 1 1

2 2 2 1

小             計

(

ﾄ

)

短

時

間

労

働

者

9

((a)×２)＋(b)＋(c)＋((d)×0.5))

1 1 2

1

3 4

1

1 1 1 3

(e)＋(f)×0.5

         合　　　　　　 計
11 4.0 7.0

(ﾁ) 12

人 人 人

4.5 4.5 4.5 4.54.5
人 人 人 人 人 人人 人 人

33.5

17

1

8

8

4

7

人

特定短時間（10時間～20時間未満）
の重度身体障害者、重度知的障害者
及び精神障害者の数

特定短時間（10時間～20時間未満）
の重度以外の身体障害者及び重度以外の
知的障害者の数

算定基礎日を１日と
記入します。

１１月より算定基礎日を変更するため、４月から１０月までの
各月の労働者数を記入します。

１１月から３月までの労働者数の
欄に斜線を引きます。



障害者雇用状況等報告書（Ⅰ）

（ ）

(ｲ)　 1

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

(ﾆ)
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

(a)
重度身体障害者、重度
知的障害者の数

5

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

(b)

重度以外の身体障害
者、重度以外の知的障
害者及び精神障害者の
数

6

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

(c)
重度身体障害者、重度
知的障害者及び精神障
害者の数

7

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

(d)
重度以外の身体障害
者、重度以外の知的障
害者の数

8

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

(e)
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

(f) 10

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

注）「記入上の注意」をよく読んで記入してください。
　　「①法人番号」は、左詰めで記入してください。なお、個人事業主の場合は、事業主番号（ハイフンを除いた数字のみ）を左詰めで記入してください。

(ﾆ)

令 和 ７ 年

2 1 1 1 1

① 法　　　人　　　番　　　号 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ ０ １ ２ ３

②
　
事
　
業
　
所

(ｲ) 事   業   所   別   連   番

（ﾛ） 事業所の区分
　　次のいずれかに該当する場合は、右欄に次の番号を記載してください。
      １　特例子会社等の認定を受けた事業所
      ２　就労継続支援Ａ型事業所
      ３　上記１及び２の両方に該当

0 0 2

(ﾊ) 名                      称 幕張建設株式会社　本社
除 外 率 の
産 業 分 類

事業の種類

(ﾎ) 所          在          地 千葉県千葉市美浜区若葉３－１－３ （ﾍ)
　除 外 率

 (ﾄ)
　算定基礎日 20 日

100

③
 
労
働
者
の
月
別
雇
用
状
況

区  　　　 　　分
令 和 ６ 年

短 時 間 労 働 者 以 外 の
常 用 雇 用 労 働 者 数

(ﾊ)
常 用 雇 用 労 働 者 の 総 数
((ｲ)＋(ﾛ)×0.5)

3

合　　計４ 月 ５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 ９ 月 10 月 11 月 12 月 １ 月 ２ 月 ３ 月

2,396.0

(ロ)　短 時 間 労 働 者 数 2

2,396.0

423 422 421 420 420 2,106

117 117 116 115 115 580

(

ﾎ

)

身

体

障

害

者
、

知

的

障

害

者

及

び

精

神

障

害

者

の

数

(

ﾍ

)

短

時

間

労

働

者

以

外

の

常

用

雇

用

労

働

者

(

ﾄ

)

短

時

間

労

働

者

小             計
9

6

法定雇用障害者数の算定の基礎とな
る労働者の数 4

3 3 2 1 1 10

((ﾊ）－(ﾊ)×②の(ﾍ))

1 1 2 2 2 8

4 4 3 3 3 17

38.5
((a)×２)＋(b)＋(c)＋((d)×0.5))

(e)＋(f)×0.5

         合　　　　　　 計
11 38.5

特定短時間（10時間～20時間未満）
の重度身体障害者、重度知的障害者
及び精神障害者の数

人 人 人 人

(ﾁ)
特定短時間（10時間～20時間未満）
の重度以外の身体障害者及び重度以外の
知的障害者の数

12

人 人 人 人

8

481.5 480.5 479.0 477.5 477.5

481.5 480.5 479.0 477.5 477.5

10.0 8.0 7.5 6.5 6.5

10.0
人 人 人

8.0 7.5 6.5 6.5
人 人

算定基礎日を２０日
と記入します。

１１月より算定基礎日を変更したため、１１月から３月まで
の各月の労働者数を記入します。

４月から１０月までの労働者数の
欄に斜線を引きます。



【記入例　⑨】 　　年度の中途で算定基礎日が変更になった場合 （報告書Ⅱ）

報告書(Ⅱ)を事業所ごとに、算定基礎日が変更された日の属する月の前月分までと変更以後の月分を、それぞれ1枚ずつ計2枚作成します。

報告書(Ⅱ)の1枚目の障害者は、算定基礎日の変更された月の前月の末日を転出年月日とし、2枚目は算定基礎日が変更された月の初日を転入年月日とします。

事業所別連番は、同一事業所について2枚に、それぞれ001，002と連番を付し、順次追番にします。

次の事業所がある場合には、事業所別連番003と事業所別連番004をセットとして同様に作成します。

（例）　１１月より算定基礎日が１日から２０日に変更になった場合

事業所別連番001を作成します。

　①「算定基礎日」に「1日」と記入します。

　②令和６年４月１日から令和６年10月31日の間に雇用していた障害者について記入します。

　　 このうち、令和６年11月1日以後も雇用している障害者については、「転出年月日」に「算定基礎日の変更された月の前月の末日」の「令和６年10月31日」を記入します。

　③令和６年10月31日以前に離職した障害者については、転出年月日は空欄にします。また、令和６年10月31日以前に転出した障害者については、実際の転出年月日を記入します。

　　 

障害者雇用状況等報告書(Ⅱ)
［ ］

現 現 現

前 前 前

3 58 4 1 5 6 9 30

有効
期限

から へ

4 7 12 1

有効
期限

から へ

4 10 7 1
有効
期限 5 7 3 31 から へ

1088

計

1088

1088

(ｦ)離職年月日

計

936

936

165

10 31

計

1088

例外対応事由

③
　
身
 
体
 
障
 
害
 
者
 
、

 
知
 
的
 
障
 
害
 
者

152

3

令和６年１２月 令和７年１月 令和７年２月

令和７年２月

令和７年３月

月毎の所定労働時間 157 157 150 165

令和６年６月 令和６年７月

142

5 61

令和６年８月 令和６年９月 令和６年１０月 令和６年１１月

P

申告申請年月 令和６年４月 令和６年５月

1
ウ 2 50

例外対応事由

ロ ウ ト ゛

142 152

令和６年１２月 令和７年１月

マ オ

142 152

令和７年３月

月毎の所定労働時間 157 157 150 165 165

申告申請年月 令和６年４月 令和６年５月 令和６年６月 令和６年７月 令和６年８月 令和６年９月 令和６年１０月 令和６年１１月

5 6 10 31D
1

3 7
13007

コ ウ セ イ ダ

165 142

令和６年１１月 令和６年１２月 令和７年１月 令和７年２月 令和７年３月

月毎の所定労働時間 157 157 150 165

申告申請年月 令和６年４月 令和６年５月 令和６年６月

例外対応事由

イ ス ケ

令和６年７月 令和６年８月 令和６年９月 令和６年１０月

1
17474

A
1

2 3 30 6

月 日
転出先の

事業所名等

サ ン テ イ

元

号
年月 日

元

号
年 月 日日 月 日 年 月 日年

(a)
確
認

(b)
等
級

年

（ﾎ）身　体
　 　障害者

（ﾍ）知　的
　 　障害者

(ﾜ)転出年月日

転入前の
事業所名等

元

号
年 月 日

元

号

(ﾇ)年度内に身体
障害者又は精神
障害者となった

年月日

ア キ コ

氏　　　　　名

(a)
確
認

（カタカナで記載）
元

号
年 月

日

手

帳

の

確

認

（

ｶ

)

乖

離

エ

ラ

ー

理

由

パ

タ

ー

ン

（

ﾚ

）
(ｲ)

(ﾛ)
性
別

(ﾊ) 生年月日

(b)
等
級

(a)
確
認

(b)
程
度

　(ﾊ)
  算定基礎日 1

0 1

2 3 6 37 8 9 0 1 2

日

短時間労働者以外の常用雇用労働者用

元

号

元

号

法 人 番 号

(ﾛ)

（

ﾀ

）

所

定

労

働

時

間

変

動

の

有

無

(ﾆ)手帳番号

有効
期限

②
事
業
所

(ｲ) 事 業 所 別 連 番 0

4 5①

名 称 　 幕張建設株式会社　本社
(ﾙ)年度内等級

等
　変更年月日

（ﾄ）精　神
　 　障害者

年

(ﾘ)転入年月日(ﾁ)雇入れ年月日

月

(ｿ)

元

号

1 3 35

月毎の実労働時間 157 157 150 165

月毎の実労働時間 157 157 150 165 165

月毎の実労働時間 157 157 150 165

15
21984

165 142 152

9

165 142

(ﾖ)

(ｿ)

(ﾖ)

(ｿ)

(ﾖ)

1

１

２

３



事業所別連番002を作成します。

　④「算定基礎日」に「20日」と記入します。

　⑤令和６年11月1日から令和7年3月31日の間に雇用していた障害者について記入します。

　　 このうち、令和６年10月31日以前から雇用されている障害者については、「転入年月日」に「算定基礎日の変更された月の初日」の「令和６年11月1日」を記入します。

　⑥令和６年11月1日以後に雇入れられた障害者については、転入年月日は空欄にします。また、令和６年11月1日以後に転入した障害者については、実際の転入年月日を記入します。

障害者雇用状況等報告書(Ⅱ)
［ ］

現 現 現

前 前 前

4 7 12 1

有効
期限

から へ

4 10 7 1

有効
期限

5 7 3 31 から へ

5 7 2 1

有効
期限

から へ

計

760

令和７年２月 令和７年３月

令和７年３月

(ｦ)離職年月日

計

760

例外対応事由

146

月毎の所定労働時間 120 135

申告申請年月 令和６年４月 令和６年５月 令和６年６月 令和６年９月 令和６年１０月 令和６年１１月令和６年７月 令和６年８月

1

令和７年１月

2 3 48 6 2
1254

Aミ キカ イ ハ ツ

146 158 155 150 151

例外対応事由

月毎の所定労働時間

令和６年８月 令和６年９月 令和６年１０月令和６年７月 令和６年１１月 令和６年１２月 令和７年１月申告申請年月 令和６年４月 令和６年５月 令和６年６月

月毎の実労働時間

11 1
21984

P
1

2 3 50 1 15゛ ウ マ オ

151

令和７年１月 令和７年２月 令和７年３月令和６年１２月

ロ ウ ト

158 155 150

令和６年７月 令和６年８月 令和６年９月 令和６年１０月 令和６年１１月申告申請年月 令和６年４月 令和６年５月 令和６年６月

6 113 7 1
1

計

255

151

760

13007
D

月 日日
元

号
年月

転出先の
事業所名等

元

号
年 月日

コ ウ セ イ

元

号
年 月 日年 月 日

転入前の
事業所名等

元

号
年月 日

元

号

(a)
確
認

(b)
等
級

(ﾇ)年度内に身体
障害者又は精神
障害者となった

年月日

(ﾙ)年度内等級
等

　変更年月日氏　　　　　名
(ﾜ)転出年月日

（カタカナで記載）
元

号
年 月 日

（ﾎ）身　体
　 　障害者

（ﾍ）知　的
　 　障害者

（ﾄ）精　神
　 　障害者

(ﾘ)転入年月日

(a)
確
認

(b)
等
級

(a)
確
認

(b)
程
度

(ﾁ)雇入れ年月日

元

号
年

(ｲ)
(ﾛ)
性
別

(ﾊ) 生年月日

ダ イ ス ケ

①

(ﾛ) 名 称 　 幕張建設株式会社　本社 　(ﾊ)
  算定基礎日 20 日

②
事
業
所

(ｲ) 事 業 所 別 連 番 0 0 2

1 2 3 4 5 37

(ﾖ)

(ｿ)

(ﾖ)

(ｿ)

5

0 1 2

③
　
身
 
体
 
障
 
害
 
者
 
、

 
知
 
的
 
障
 
害
 
者

(ﾆ)手帳番号

有効
期限

元

号
年

9

月

月毎の実労働時間

1 3 35

例外対応事由

月毎の所定労働時間(ﾖ)

（

ﾀ

）

所

定

労

働

時

間

変

動

の

有

無

短時間労働者以外の常用雇用労働者用

6

手

帳

の

確

認

（

ｶ

)

乖

離

エ

ラ

ー

理

由

パ

タ

ー

ン

（

ﾚ

）

150 151

8

155

5 6

日

146 158

146 158

155 150

令和６年１２月 令和７年２月

月毎の実労働時間 255

10

(ｿ)

120

法 人 番 号

760

135

４

６

５



【記入例⑩】　年度の中途で除外率が変更になった場合（報告書Ⅰ） 
報告書（Ⅰ）を事業所ごとに、除外率が変更された日の属する月の前月分までと変更以後の月分を、それぞれ１枚ずつ計２枚作成します。
事業所別連番は、同一事業所については２枚に、それぞれ001、002と連番を付し、順次追番にします。
次の事業所がある場合には、事業所別連番003と事業所別連番004をセットとして同様に作成します。

（例）　１１月より「非鉄金属製造業」から「鉄鋼業」に変更になった場合

障害者雇用状況等報告書（Ⅰ）

（ ）

5

(ｲ)　 1

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

(ﾆ)
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

(a)
重度身体障害者、重度
知的障害者の数

5

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

(b)

重度以外の身体障害
者、重度以外の知的障
害者及び精神障害者の
数

6

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

(c)
重度身体障害者、重度
知的障害者及び精神障
害者の数

7

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

(d)
重度以外の身体障害
者、重度以外の知的障
害者の数

8

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

(e)
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

(f) 10

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

注）「記入上の注意」をよく読んで記入してください。
　　「①法人番号」は、左詰めで記入してください。なお、個人事業主の場合は、事業主番号（ハイフンを除いた数字のみ）を左詰めで記入してください。

33.5

2,666.5

2,536.5

4.5 4.5 4.5 4.5 4.5 4.0 7.0

379.5

361.5

384.0 382.0 379.5 380.5 382.0 379.0

365.0 363.0

(ロ)　短 時 間 労 働 者 数

120

321

361.5 361.5 363.0 361.0

０ １ ２ ３

0 0 1

322

法定雇用障害者数の算定の基礎とな
る労働者の数 4

((ﾊ）－(ﾊ)×②の(ﾍ))

2,252

2

117 118 118

320 320

829118119 119

① 法　　　人　　　番　　　号

(ﾊ) 名                      称 幕張建設株式会社　本社
(ﾆ)

事業の種類

非鉄金属製造業

③
 
労
働
者
の
月
別
雇
用
状
況

区  　　　 　　分

短 時 間 労 働 者 以 外 の
常 用 雇 用 労 働 者 数 321 325 323

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

除 外 率 の
産 業 分 類

２３

②
　
事
　
業
　
所

(ｲ) 事   業   所   別   連   番

（ﾛ） 事業所の区分
　　次のいずれかに該当する場合は、右欄に次の番号を記載してください。
      １　特例子会社等の認定を受けた事業所
      ２　就労継続支援Ａ型事業所
      ３　上記１及び２の両方に該当

1 日
100

(ﾎ) 所          在          地 千葉県千葉市美浜区若葉３－１－３ （ﾍ)
　除 外 率

 (ﾄ)
　算定基礎日

４ 月 ５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 ９ 月 10 月 11 月 12 月 １ 月 ２ 月 ３ 月 合　　計

令 和 ６ 年 令 和 ７ 年

(ﾊ)
常 用 雇 用 労 働 者 の 総 数
((ｲ)＋(ﾛ)×0.5)

3

(

ﾎ

)

身

体

障

害

者
、

知

的

障

害

者

及

び

精

神

障

害

者

の

数

(

ﾍ

)

短

時

間

労

働

者

以

外

の

常

用

雇

用

労

働

者

1 1 1 1

2 2 2 1

小             計

(

ﾄ

)

短

時

間

労

働

者

9

((a)×２)＋(b)＋(c)＋((d)×0.5))

1 1 2

1

3 4

1

1 1 1 3

(e)＋(f)×0.5

         合　　　　　　 計
11 4.0 7.0

(ﾁ) 12

人 人 人

4.5 4.5 4.5 4.54.5
人 人 人 人 人 人人 人 人

33.5

17

1

8

8

4

11

人

特定短時間（10時間～20時間未満）
の重度身体障害者、重度知的障害者
及び精神障害者の数

特定短時間（10時間～20時間未満）
の重度以外の身体障害者及び重度以外の
知的障害者の数

１１月より算定基礎日を変更するため、４月から１０月までの
各月の労働者数を記入します。

１１月から３月までの労
働者数の欄に斜線を
引きます。

「事業の種類」「除外率の産業分類」「除外率」を記入します。



障害者雇用状況等報告書（Ⅰ）

（ ）

2 0

(ｲ)　 1

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

(ﾆ)
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

(a)
重度身体障害者、重度
知的障害者の数

5

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

(b)

重度以外の身体障害
者、重度以外の知的障
害者及び精神障害者の
数

6

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

(c)
重度身体障害者、重度
知的障害者及び精神障
害者の数

7

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

(d)
重度以外の身体障害
者、重度以外の知的障
害者の数

8

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

(e)
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

(f) 10

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

注）「記入上の注意」をよく読んで記入してください。
　　「①法人番号」は、左詰めで記入してください。なお、個人事業主の場合は、事業主番号（ハイフンを除いた数字のみ）を左詰めで記入してください。

(ﾆ) 鉄鋼業

令 和 ７ 年

2 1 1 1 1

423 422 421 420 420

2 2 2

① 法　　　人　　　番　　　号 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ ０ １ ２ ３

②
　
事
　
業
　
所

(ｲ) 事   業   所   別   連   番

（ﾛ） 事業所の区分
　　次のいずれかに該当する場合は、右欄に次の番号を記載してください。
      １　特例子会社等の認定を受けた事業所
      ２　就労継続支援Ａ型事業所
      ３　上記１及び２の両方に該当

0 0 2

(ﾊ) 名                      称 幕張建設株式会社　本社
除 外 率 の
産 業 分 類

事業の種類

２２

(ﾎ) 所          在          地 千葉県千葉市美浜区若葉３－１－３ （ﾍ)
　除 外 率

 (ﾄ)
　算定基礎日 1 日

100

③
 
労
働
者
の
月
別
雇
用
状
況

区  　　　 　　分
令 和 ６ 年

短 時 間 労 働 者 以 外 の
常 用 雇 用 労 働 者 数

(ﾊ)
常 用 雇 用 労 働 者 の 総 数
((ｲ)＋(ﾛ)×0.5)

3

合　　計４ 月 ５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 ９ 月 10 月 11 月 12 月 １ 月 ２ 月 ３ 月

1,919.0

(ロ)　短 時 間 労 働 者 数 2

2,396.0
法定雇用障害者数の算定の基礎とな
る労働者の数 4

((ﾊ）－(ﾊ)×②の(ﾍ))

2,106

117 117 116 115 115 580

(

ﾎ

)

身

体

障

害

者
、

知

的

障

害

者

及

び

精

神

障

害

者

の

数

(

ﾍ

)

短

時

間

労

働

者

以

外

の

常

用

雇

用

労

働

者

(

ﾄ

)

短

時

間

労

働

者

小             計
9

6

3 3 2 1 1 10

1 1 8

4 4 3 3 3 17

38.5
((a)×２)＋(b)＋(c)＋((d)×0.5))

(e)＋(f)×0.5

         合　　　　　　 計
11 38.5

特定短時間（10時間～20時間未満）
の重度身体障害者、重度知的障害者
及び精神障害者の数

人 人 人 人

(ﾁ)
特定短時間（10時間～20時間未満）
の重度以外の身体障害者及び重度以外の
知的障害者の数

12

人 人 人 人

12

481.5 480.5 479.0 477.5 477.5

385.5 384.5 384.0 382.5 382.5

10.0 8.0 7.5 6.5 6.5

10.0
人 人 人

8.0 7.5 6.5 6.5
人 人

１１月より算定基礎日を変更したため、１１月から３月まで
の各月の労働者数を記入します。

４月から１０月までの労働者数の
欄に斜線を引きます。

「事業の種類」「除外率の産業分類」「除外率」を記入します。



【記入例　⑩】 　　年度の中途で除外率が変更になった場合 （報告書Ⅱ）

報告書(Ⅱ)を事業所ごとに、除外率が変更された日の属する月の前月分までと変更以後の月分を、それぞれ1枚ずつ計2枚作成します。

報告書(Ⅱ)の1枚目の障害者は、除外率が変更された月の前月の末日を転出年月日とし、2枚目は除外率が変更された月の初日を転入年月日とします。

事業所別連番は、同一事業所について2枚に、それぞれ001，002と連番を付し、順次追番にします。

次の事業所がある場合には、事業所別連番003と事業所別連番004をセットとして同様に作成します。

（例）　１１月より「非鉄金属製造業」から「鉄鋼業」に変更になった場合

事業所別連番001を作成します。

　①令和６年４月１日から令和６年１０月３１日の間に雇用していた障害者について記入します。

　　 このうち、令和６年１１月１日以後も雇用している障害者については、「転出年月日」に「除外率の変更された月の前月の末日」の「令和６年１０月３１日」を記入します。

　②令和６年１０月３１日以前に離職した障害者については、転出年月日は空欄にします。また、令和６年１０月３１日以前に転出した障害者については、実際の転出年月日を記入します。

障害者雇用状況等報告書(Ⅱ)
［ ］

現 現 現

前 前 前

3 58 4 1 5 6 9 30

有効
期限

から へ

4 7 12 1

有効
期限

から へ

4 10 7 1

有効
期限 5 7 3 31 から へ

13

例外対応事由

（ヨ）

（ソ）

③
　
身
 
体
 
障
 
害
 
者
 
、

知
 
的
 
障
 
害
 
者
 
及
 
び
 
精
 
神
 
障
 
害

乖

離

エ

ラ

ー

理

由

パ

タ

ー

ン

（

レ

）

例外対応事由

（ヨ）

（ソ）

例外対応事由

（ヨ）

（ソ）

計

1,086

1,086

936

計

(ﾁ)雇入れ年月日

5 6 10 31

元

号
年 月 日

157

150142157 150 165 165月毎の実労働時間 157

令和７年１月令和６年９月 令和６年１０月 令和６年１１月 令和７年２月

165 142 150

令和７年３月

月毎の所定労働時間 157 157 150 165

令和６年６月 令和６年７月 令和６年８月 令和６年１２月申告申請年月 令和６年４月 令和６年５月

21984

165 142 146

(ｦ)離職年月日

165

P
1

2 3 50 1 15ロ ウ ト ゛ ウ

142 146

マ オ

月毎の実労働時間 157 150 165

月毎の所定労働時間 157 157 150 165

令和６年１０月 令和６年１１月 令和７年３月令和７年２月令和６年１２月 令和７年１月申告申請年月 令和６年４月 令和６年５月 令和６年６月 令和６年７月 令和６年８月

5 6 10

令和６年９月

31

1,082

1,082

D
1

1 3 35 3 7
13007

ダ ゛ イ ス ケコ ウ セ イ

計

936月毎の実労働時間 157 157 150 165 165 142

142

令和７年１月 令和７年２月 令和７年３月

月毎の所定労働時間 157 157 150 165 165

令和６年７月 令和６年８月 令和６年９月 令和６年１０月 令和６年１１月 令和６年１２月申告申請年月 令和６年４月 令和６年５月 令和６年６月

1
2 3 30 6 A

17474

月 日 転出先の
事業所名等

サ ン テ

年

イ

元
号

元
号

年

1

日月 日
元
号

年 年

(ﾙ)年度内等級
等

　変更年月日

日
元
号

日
元
号

月 月

(ﾜ)転出年月日

(ﾇ)年度内に身体
障害者又は精神
障害者となった

年月日

（カタカナで記載）
元

号
年 月 日

（ﾎ）身　体
　 　障害者

(b)
等
級

氏　　　　　名
(ﾆ)手帳番号

有効
期限

(b)
等
級

(b)
程
度

年
元
号

年 月
(a)
確
認

月 日 転入前の
事業所名等

手

帳

の

確

認

（

ｶ

)

（

タ

）

所

定

労

働

時

間

変

動

の

有

無

(ｲ)
(ﾛ)
性
別

(ﾊ) 生年月日
（ﾄ）精　神
　 　障害者

(a)
確
認

ア キ

1 2 306

コ

(a)
確
認

(ﾘ)転入年月日

短時間労働者以外の常用雇用労働者用

②
事
業
所

(ｲ) 事 業 所 別 連 番 0 0 1

① 1 2 3 4 5法 人 番 号

(ﾛ) 名 称 　 幕張建設株式会社　本社

7 8 9

（ﾍ）知　的
　 　障害者

　(ﾊ)
  算定基礎日 1 日

１

２



事業所別連番002を作成します。

　③令和６年１１月１日から令和７年３月３１日の間に雇用していた障害者について記入します。

　　 このうち、令和６年１０月３１日以前から雇用されている障害者については、「転入年月日」に「除外率の変更された月の初日」の「令和６年１１月１日」を記入します。

　④令和６年１１月１日以後に雇入れられた障害者については、転入年月日は空欄にします。また、令和６年１１月１日以後に転入した障害者については、実際の転入年月日を記入します。

障害者雇用状況等報告書(Ⅱ)
［ ］

現 現 現

前 前 前

4 7 12 1

有効
期限

から へ

4 10 7 1

有効
期限 5 7 3 31 から へ

5 7 2 1

有効
期限

から へ

14

③
　
身
 
体
 
障
 
害
 
者
 
、

知
 
的
 
障
 
害
 
者
 
及
 
び
 
精
 
神
 
障
 
害

乖

離

エ

ラ

ー

理

由

パ

タ

ー

ン

（

レ

）

例外対応事由（ソ）

（ヨ）

（ソ）

（ヨ）

（ヨ）

（ソ）

例外対応事由

申告申請年月

ウ ト

月毎の実労働時間

申告申請年月

255

255

(a)
確
認

(b)
等
級

(ﾁ)雇入れ年月日 (ｦ)離職年月日

月有効
期限

元

号
年 月 日

(ﾆ)手帳番号

13007

(a)
確
認

120 135

120 135

月毎の実労働時間

令和６年１２月 令和７年１月令和６年９月 令和６年１０月 令和６年１１月 令和７年２月 令和７年３月

月毎の所定労働時間

令和６年６月 令和６年７月 令和６年８月申告申請年月 令和６年４月 令和６年５月

3 48 6 2
1254

Aミ キ 2
1

150

150146

151

カ イ ハ ツ

146 158 155

158 155 151

月毎の実労働時間

月毎の所定労働時間

令和６年９月 令和６年１２月 令和７年１月 令和７年２月 令和７年３月令和６年４月 令和６年５月 令和６年６月 令和６年７月 令和６年８月

151

令和６年７月 令和７年３月

151150

令和６年１０月 計

例外対応事由

ロ 2

760158 155

21984
5 6 11P

1

146

イ

3 50 1 15゛ ウ マ オ

7ケ 1

令和６年８月 令和６年１１月

月毎の所定労働時間

ス

146

ダ

令和６年４月 令和６年５月 令和６年６月

D
1

年 月

1

日

計

760

760

11

令和６年１２月 令和７年１月

760

元
号

日 日 転出先の
事業所名等

年日

コ ウ セ

月年 月 日

5

令和６年１０月

1

(ﾜ)転出年月日

元
号

年

(ﾇ)年度内に身体
障害者又は精神
障害者となった

年月日

(ﾙ)年度内等級
等

　変更年月日

155

日

(ﾘ)転入年月日

転入前の
事業所名等

年
元
号

月

令和６年１１月

令和６年９月 令和７年２月

150

158

日
元
号

元
号

年

6

手

帳

の

確

認

（

カ

)

（

タ

）

所

定

労

働

時

間

変

動

の

有

無

(ｲ)
(ﾛ)
性
別

(ﾊ) 生年月日

月

（ﾎ）身　体
　 　障害者

(b)
等
級

（ﾍ）知　的
　 　障害者

（ﾄ）精　神
 　  障害者

゛ イ

氏　　　　　名

3 35 3

（カタカナで記載）
元

号
年 月

法 人 番 号 1

(a)
確
認

(b)
程
度

元
号

(ﾛ) 名 称 　 幕張建設株式会社　本社

②
事
業
所

(ｲ) 事 業 所 別 連 番 0 0 2

短時間労働者以外の常用雇用労働者用

7 8

日

9

　(ﾊ)
  算定基礎日 1

2 0 1 2 3① 3 4 5

計

6

３

４



【記入例　⑪】 　　年度の中途に新規設立した場合

（例）　令和６年８月１日付け新規設立

・（リ）「転入年月日」に申告申請対象月（設立の月の翌月）の初日を記入します。

　　 

障害者雇用状況等報告書(Ⅱ)
［ ］

現 現 現

前 前 前

5 6 8 1

有効
期限

から

法 人 番 号 1 2

乖

離

エ

ラ

ー

理

由

パ

タ

ー

ン

（

レ

）

（ヨ）

　(ﾊ)
  算定基礎日 1

例外対応事由（ソ）

③
　
身
 
体
 
障
 
害
 
者
 
、

手

帳

の

確

認

（

カ

)

（

タ

）

所

定

労

働

時

間

変

動

の

有

無

(ｲ)
(ﾛ)
性
別 (a)

確
認

(b)
等
級

① 3 1 2 3

短時間労働者以外の常用雇用労働者用

7 8

②
事
業
所

(ｲ) 事 業 所 別 連 番 0 0 1

(ﾛ) 名 称 　 幕張建設株式会社　本社 日

(ﾊ) 生年月日

ソ ウ ヘ イ

（ﾍ）知　的
　 　障害者

（ﾄ）精　神
　 　障害者

(ﾘ)転入年月日

(a)
確
認

(b)
程
度

(ﾁ)雇入れ年月日

元
号

年 月 日

(ﾇ)年度内に身体
障害者又は精神
障害者となった

年月日

(ﾙ)年度内等級等
　変更年月日氏　　　　　名

(ﾜ)転出年月日

（カタカナで記載）
元
号

年 月 日

（ﾎ）身　体
　 　障害者

元
号

(a)
確
認

(b)
等
級

日年 月 日 転入前の
事業所名等

元
号

年 年 月 日
元
号

年月 日
元
号

年 月 月 日 転出先の
事業所名等

キ コ ウ 1 3 45 4

840

1
456

A
2

5 6 9 1

申告申請年月 令和６年４月 令和６年５月 令和６年６月 令和６年９月

新規設立

令和６年１２月 令和７年１月 令和７年２月

120

令和６年１１月

月毎の所定労働時間

令和６年７月 令和６年８月

月毎の実労働時間

令和６年１０月

120

120 120

120 120

120 120

120 120

120 120

120 840

(ﾆ)手帳番号

有効
期限

元
号

年 月 日

(ｦ)離職年月日

計令和７年３月

へ

元
号

9 04 5 6

15

120

申告申請対象月（設立の月の翌月）の初日を記入します。



【記入例　⑫】 　　年度の中途に事業を廃止した場合

（例）　令和６年８月１日付け事業を廃止

・(ﾜ)「転出年月日」に事業廃止した月の前月の末日を記入します。

　　 

障害者雇用状況等報告書(Ⅱ)
［ ］

現 現 現

前 前 前

4 15 10 1

有効
期限 から へ

16

94 5

短時間労働者以外の常用雇用労働者用

法 人 番 号 1

手

帳

の

確

認

（

カ

)

（

タ

）

所

定

労

働

時

間

変

動

の

有

無

① 6 72 3 08

②
事
業
所

(ｲ) 事 業 所 別 連 番 0 0 1

(ﾛ) 名 称 　 幕張建設株式会社　本社 　(ﾊ)
  算定基礎日 1 日

(ｲ)
(ﾛ)
性
別

(ﾊ) 生年月日

シ ロ ウ

(ﾜ)転出年月日

（カタカナで記載）
元
号

年 月 日

（ﾎ）身　体
　 　障害者

（ﾍ）知　的
　 　障害者

（ﾄ）精　神
　 　障害者

(ﾘ)転入年月日
(ﾙ)年度内等級

等
　変更年月日氏　　　　　名

(a)
確
認

(b)
等
級

(a)
確
認

(b)
程
度

(ﾁ)雇入れ年月日

元
号

年 月 日
元
号

(a)
確
認

(b)
等
級

元
号

月 日
元
号

年 日
元
号

年

ワ カ ハ ゛

月 日
転出先の

事業所名等
年月 日

元
号

年 月

1 3 33 4 1
123

31

令和６年６月 令和６年１０月 令和６年１１月 令和７年１月

5 6

令和６年７月 令和６年１２月令和６年８月 令和６年９月

廃止

申告申請年月 令和６年４月 令和６年５月

月毎の所定労働時間 120 120 120 120

月毎の実労働時間 120 120 120 120

令和７年２月 令和７年３月

7

(ﾆ)手帳番号

有
効
期
限

元
号

年 月 日

A
2

1 2 3

年 月 日
転入前の

事業所名等

(ｦ)離職年月日

(ﾇ)年度内に身体
障害者又は精神
障害者となった

年月日

例外対応事由

（ヨ）

（ソ）

③
　
身
 
体
 
障
 
害
 
者
 
、

乖

離

エ

ラ

ー

理

由

パ

タ

ー

ン

（

レ

）

計

480

480

事業廃止した月の前月の末日を記入します。



【記入例　⑬】 　　令和６年３月３１日までに雇入れられた重度以外の身体障害者が年度の中途で重度身体障害者 となった場合（特定短時間労働者）

　　（例）A.　令和６年１０月１日に重度以外の身体障害者が重度身体障害者となった場合（算定基礎日：１日）
　　　　　B.　令和６年１０月１日に就労継続支援A型事業所の利用者である重度以外の身体障害者が重度身体障害者となった場合（算定基礎日：１日）
・「年度内等級等変更年月日」欄に重度身体障害者になった日を記入し、「等級」欄に前等級及び現等級を記入します。

　就労継続支援A型事業所の利用者である場合には、「転出年月日」欄に重度身体障害者となった日の前日及び右欄に対象外と記入します。
　

障害者雇用状況等報告書(Ⅱ)
［ ］

現 現 現 現

前 前 前 前

5 3 5 1 現

有効
期限

から 前 へ

5 3 5 1 現

有効
期限

から 前 へ

17

(ﾛ) 名 称 　 幕張建設株式会社　本社

ﾄ ｺ

　(ﾊ)
  算定基礎日 1 日

ｸ ﾚ ｲ ｶ ﾖ 2 3 54 6 15
5626

A
2

5
5 6 10 1 5 6 9 30 対象外 例　B

(ﾖ)

申告申請年月 令和６年４月 令和６年５月 令和６年６月 令和６年７月 令和６年８月 令和６年９月 令和６年１０月 令和６年１１月 令和６年１２月 令和７年１月 令和７年２月 令和７年３月 計

月毎の所定労働時間 78 72 78 78 75 73 454

月毎の実労働時間 78 72 78 78 75 73 454

(ｿ) 例外対応事由

③
　
身
 
体
 
障
 
害
 
者
 
、

知
 
的
 
障
 
害
 
者
 
及
 
び

(ｲ)
(ﾛ)
性
別

(ﾊ) 生年月日
（ﾄ）精　神
　 　障害者

特定短時間労働者用

(ﾆ)手帳番号
（ﾎ）身　体
　 　障害者

（ﾍ）知　的
　 　障害者

手

帳

の

確

認

（

カ

)

（

タ

）

所

定

労

働

時

間

変

動

の

有

無

乖

離

エ

ラ

ー

理

由

パ

タ

ー

ン

(

ﾚ

)

(ﾁ)雇入れ年月日 (ﾘ)転入年月日

(ﾇ)身体障害者、
知的障害者又は
精神障害者

となった年月日

(ﾙ)年度内等級
等

　変更年月日
(ｦ)離職年月日

氏　　　　　名
(ﾜ)転出年月日

（カタカナで記載）
元

号
年 月 日

有効
期限

元

号
年 月 日

(a)
確
認

(b)
等
級

(a)
確
認

(b)
程
度

(a)
確
認

(b)
等
級

元
号

年 月 日
元
号

年 月 日 転入前の
事業所名等

元
号

年 月 日
元
号

年 月 日
元
号

年 月 日
元
号

年 月 日 転出先の
事業所名等

ﾄ ｸ ﾚ ｲ ｶ ﾖ ｺ 2 3 54 6 15
5626

A
2

5
例　A5 6

令和６年８月 令和６年９月 令和６年１０月 令和６年１１月

10 1

計

月毎の所定労働時間 78 72 78 78

令和６年４月 令和６年５月 令和６年６月 令和６年７月

70 72

令和６年１２月 令和７年１月 令和７年２月 令和７年３月

75 73

75 73 76 74

70 74

70 74 890

月毎の実労働時間 78 72 78 78 890

(ｿ) 例外対応事由

(ﾖ)

申告申請年月

76 74 70 72

例 A
令和６年４月～令和６年９月までは特例給付金（経過措置）の対象障害者となり、
令和６年１０月～令和７年３月までは雇用率算定特例の対象障害者となります。

１０月以降は記入しないでください。
令和６年１０月１日に重度身体障害者
となったため、その前日を記入します。

例 B
令和６年４月～令和６年９月までは特例給付金（経過措置）の対象障害
者となりますが、令和６年１０月以降は申告申請の対象外となります。

前等級及び現等級を記入します。

前等級及び現等級を記入します。



【記入例　⑭】 　　令和６年３月３１日までに雇入れられた重度身体障害者が年度の中途で重度以外の身体障害者 となった場合（特定短時間労働者）

　　（例）A.　令和６年１０月１日に重度身体障害者が重度以外の身体障害者となった場合（算定基礎日：１日）
　　　　　B.　令和６年１０月１日に就労継続支援A型事業所の利用者である重度身体障害者が重度以外の身体障害者となった場合（算定基礎日：１日）
・「年度内等級等変更年月日」欄に重度以外の身体障害者になった日を記入し、「等級」欄に前等級及び現等級を記入します。

　就労継続支援A型事業所の利用者である場合には、「転入年月日」欄に重度以外の身体障害者となった日及び右欄に対象外と記入します。
　

障害者雇用状況等報告書(Ⅱ)
［ ］

現 現 現 現

前 前 前 前

5 2 8 1 現

有効
期限

から 前 へ

5 2 8 1 現

有効
期限

から 前 へ

18

特定短時間労働者用

③
　
身
 
体
 
障
 
害
 
者
 
、

知
 
的
 
障
 
害
 
者
 
及
 
び

(ﾛ) 名 称 　 幕張建設株式会社　本社

(ﾆ)手帳番号
（ﾎ）身　体
　 　障害者

　(ﾊ)
  算定基礎日 1 日

手

帳

の

確

認

（

カ

)

（

タ

）

所

定

労

働

時

間

変

動

の

有

無

乖

離

エ

ラ

ー

理

由

パ

タ

ー

ン

(

ﾚ

)

(ｲ)
(ﾛ)
性
別

(ﾊ) 生年月日
（ﾍ）知　的
　 　障害者

（ﾄ）精　神
　 　障害者

(ﾁ)雇入れ年月日 (ﾘ)転入年月日

(ﾇ)身体障害者、
知的障害者又は
精神障害者

となった年月日

(ﾙ)年度内等級
等

　変更年月日
(ｦ)離職年月日

氏　　　　　名
(ﾜ)転出年月日

（カタカナで記載）
元

号
年 月 日

有効
期限

元

号
年 月 日

(a)
確
認

(b)
等
級

(a)
確
認

(b)
程
度

(a)
確
認

(b)
等
級

元
号

年 月 日
元
号

年 月 日 転入前の
事業所名等

元
号

年 月 日
元
号

年 月 日
元
号

年 月 日
元
号

年 月 日 転出先の
事業所名等

ｷ ｭ ｳ ﾌ ｹ ﾝ ｲ ﾁ 1 3 48 2 3
8234

A
4

5 6 10 1 例　A
1

(ﾖ)

申告申請年月 令和６年４月 令和６年５月 令和６年６月 令和６年７月 令和６年８月 令和６年９月 令和６年１０月 令和６年１１月 令和６年１２月 令和７年１月 令和７年２月 令和７年３月 計

月毎の所定労働時間 78 72 78 78 75 73 76 74 70 72 70 74 890

月毎の実労働時間 78 72 78 78 75 73 76 74 70 72 70 74 890

(ｿ) 例外対応事由

ｷ ｭ ｳ ﾌ ｹ ﾝ ｲ ﾁ 1 3 48 2 3
8234

A
4

5 6 10 1 対象外 5 6 10 1 例　B
1

(ﾖ)

申告申請年月 令和６年４月 令和６年５月 令和６年６月 令和６年７月 令和６年８月 令和６年９月 令和６年１０月 令和６年１１月 令和６年１２月 令和７年１月 令和７年２月 令和７年３月 計

月毎の所定労働時間 76 74 70 72 70 74 436

月毎の実労働時間 76 74 70 72 70 74 436

(ｿ) 例外対応事由

例 A
令和６年４月～令和６年９月までは雇用率算定特例の対象障害者となり、令和６年１０月～
令和７年３月までは特例給付金（経過措置）の対象障害者となります。

９月以前は記入しないでください。 重度以外の身体障害者と
なった日を記入します。

例 B
令和６年１０月～令和７年３月までは特例給付金（経過措置）の対象障
害者となりますが、令和６年９月以前は申告申請の対象外となります。

前等級及び現等級を記入します。

前等級及び現等級を記入します。



【記入例　⑮】 　　令和６年４月１日以降に雇入れられた重度以外の身体障害者が年度の中途で重度身体障害者 となった場合（特定短時間労働者）

　　（例）　令和６年１０月１日に重度以外の身体障害者が重度身体障害者となった場合（算定基礎日：１日）
※就労継続支援A型事業所の利用者である場合は、上記の例において申告申請の対象となりません。

・「年度内等級等変更年月日」欄に重度身体障害者になった日を記入し、「等級」欄に前等級及び現等級を記入します。

　また、「転入年月日」欄に重度身体障害者となった日及び右欄に対象外と記入します。
　

障害者雇用状況等報告書(Ⅱ)
［ ］

現 現 現 現

前 前 前 前

5 6 8 1 現

有効
期限

から 前 へ

【記入例　⑯】 　　令和６年４月１日以降に雇入れられた重度身体障害者が年度の中途で重度以外の身体障害者 となった場合（特定短時間労働者）

　　（例）　令和６年１０月１日に重度身体障害者が重度以外の身体障害者となった場合（算定基礎日：１日）
※就労継続支援A型事業所の利用者である場合は、上記の例において申告申請の対象となりません。

・「年度内等級等変更年月日」欄に重度以外の身体障害者になった日を記入し、「等級」欄に前等級及び現等級を記入します。

　また、「転出年月日」欄に重度以外の身体障害者となった日の前日及び右欄に対象外と記入します。
　

障害者雇用状況等報告書(Ⅱ)
［ ］

現 現 現 現

前 前 前 前

5 6 5 1 現

有効
期限

から 前 へ

19

376

(ｿ) 例外対応事由

376

月毎の実労働時間 72 78 78 75 73

令和７年２月 令和７年３月 計

月毎の所定労働時間 72 78 78 75 73

令和６年８月 令和６年９月 令和６年１０月 令和６年１１月 令和６年１２月 令和７年１月

30 対象外
1

(ﾖ)

申告申請年月 令和６年４月 令和６年５月 令和６年６月 令和６年７月

6 10 1 5 6 95

436

(ｿ) 例外対応事由

(ﾖ)

申告申請年月

76 74 70 72 70 74

70 74 436

月毎の実労働時間

76 74 70 72

令和６年１２月 令和７年１月 令和７年２月 令和７年３月 計

月毎の所定労働時間

令和６年４月 令和６年５月 令和６年６月 令和６年７月

10 1 対象外 10 1

令和６年８月 令和６年９月 令和６年１０月 令和６年１１月

5 6 5 6
4732

A
2

2 3 54 3 7ｱ ｻ ｺ

年 月 日
転出先の

事業所名等

ｹ ｲ ｶ

日
元

号
年 月 日

元

号
年 月 日

元

号
年 月

元

号
年 月 日

転入前の
事業所名等

元

号

(b)
等
級

元

号
年 月 日日

(a)
確
認

(b)
等
級

(a)
確
認

(b)
程
度

(a)
確
認

(ﾜ)転出年月日

（カタカナで記載）
元

号
年 月 日 有効

期限

元

号
年 月

(ﾁ)雇入れ年月日 (ﾘ)転入年月日

(ﾇ)身体障害者、
知的障害者又は

精神障害者
となった年月日

(ﾙ)年度内等級
等

　変更年月日
(ｦ)離職年月日

氏　　　　　名

特定短時間労働者用

(ﾆ)手帳番号
（ﾎ）身　体
　 　障害者

（ﾍ）知　的
　 　障害者

手

帳

の

確

認

（

カ

)

（

タ

）

所

定

労

働

時

間

変

動

の

有

無

乖

離

エ

ラ

ー

理

由

パ

タ

ー

ン

(

ﾚ

)

③
　
身
 
体
 
障
 
害
 
者
 
、

知
 
的

(ｲ)
(ﾛ)
性
別

(ﾊ) 生年月日
（ﾄ）精　神
　 　障害者

24
6416

A
3

ｹ 1 4 3 6ﾃ ｲ　 ｺ ｳ ｽ

元

号
年 月 日

転出先の
事業所名等

ｻ ﾝ

月 日
元

号
年 月 日

元

号
年 月 日

元

号
年日

元

号
年 月 日

転入前の
事業所名等

(a)
確
認

(b)
等
級

元

号
年 月月 日

(a)
確
認

(b)
等
級

(a)
確
認

(b)
程
度

氏　　　　　名
(ﾜ)転出年月日

（カタカナで記載）
元

号
年 月 日 有効

期限

元

号
年

（ﾄ）精　神
　 　障害者

(ﾁ)雇入れ年月日 (ﾘ)転入年月日

(ﾇ)身体障害者、
知的障害者又は

精神障害者
となった年月日

(ﾙ)年度内等級
等

　変更年月日
(ｦ)離職年月日

手

帳

の

確

認

（

カ

)

（

タ

）

所

定

労

働

時

間

変

動

の

有

無

乖

離

エ

ラ

ー

理

由

パ

タ

ー

ン

(

ﾚ

)

(ｲ)
(ﾛ)
性
別

(ﾊ) 生年月日 (ﾆ)手帳番号
（ﾎ）身　体
　 　障害者

（ﾍ）知　的
　 　障害者

　(ﾊ)
  算定基礎日 1 日

(ﾛ) 名 称 　 幕張建設株式会社　本社 　(ﾊ)
  算定基礎日 1 日

4

(ﾛ) 名 称 　 幕張建設株式会社　本社

特定短時間労働者用

③
　
身
 
体
 
障
 
害
 
者
 
、

知
 
的

令和６年１０月～令和７年３月までは雇用率算定特例の対象障害者となりますが、
令和６年９月以前は申告申請の対象外となります。

前等級及び現等級を記入します。

９月以前は記入しないでください。

重度身体障害者となった日
を記入します。

令和６年５月～令和６年９月までは雇用率算定特例の対象障害者となりますが、
令和６年１０月以降は申告申請の対象外となります。前等級及び現等級を記入します。

１０月以降は記入しないでください。 令和６年１０月１日に重度以外の身体障害
者となったため、その前日を記入します。


